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1主 題設定の理由

1基 本的 な考 え方

現在 、教育 をめ ぐる状 況は大 きく変化 しつつあ る。第15期 中央 教育審議会 の答 申をは じめ と

して、政府 の教 育改 革プ ログラムな どで も、これ までの学校教育 を見直 し、新 しい時代 に向け

ての教育改革 の推 進が提言 されている。 こ うした動向の 中で、東京都教育 委員会で も都立高 校

の改革 を図る長期 的な計 画を策定 し、平成9年9月 に 『都立高校 改革推 進計画』 を発表 した。

これ らの答申や提 言で強調 されている ように、これか らの教育 では、生徒 一人一人の個性 を生

かす とともに、 自らの力で将来 を切 り開 くこ とので きる 「生 きる力」 をは ぐくむ こ とが重要 な

課題 となる。

こ うした教育 を実現す るためには、従 来の学校の在 り方 を見直 し、家庭 や地域 ・社会の教 育

力 を回復 しなが ら、三者 の連携 の もとに子供 たちの教育 を推 進 していかなければ ならない。 東

京都 では、す でに新 しい タイプの学校 としてのパ イロッ トス クール を設置 し、 また専 門高校 に

お ける学科改 善な どを行 って きた。 しか し、さらに大 き く高校教育の改革 を進め るため には、

各学校が 、生徒 や保護者 、地域 ・社会 に とって魅力あ る学校 となるよう、それぞれ に個性 化 ・

特色化 を図 り、都民 のニーズに応 えることので きる学校へ と変わ ってい くことが必要であ る。

この ような観点 か ら、平成9年 度の教育経営部会で は、『「生 きる力」 をは ぐくむ教育 を推進 す

るための学校運営 の在 り方』 をテーマ として研究 を行 った。

程 「

2研 究内容

研究内容 として、次の3点 を とりあげ た。

(1>学 校運営組織 の見直 しとその改革

学校組織 は、学校運営 の在 り方 を考 える上で重 要な要素である にもかかわ らず、現実 には、

これ らの組織が 、社会や生徒の変化 に対応で きない面が多 く見 られる。 このため、従来 の学

校運営組織 を見 直 し、変 化に柔軟 に対応で きる組織 へ と改編 する ことが必要 となってい る。

そ こで 、現状 の学校運営組織の問題点 をと りあげ、それ らの問題点 を解 決するための新 しい

組織の導入 を検討す る とともに、各学校の実状 に応 じて実施す る ことが可 能 と考え られ る組

織改革 の方 向 を示 した。

(2)教 員 の意識改 革の推 進

新 しい時代に対応す る学校づ くりを進め るためには、教 員が、 これ までの教育の在 り方 に

固執す るこ とな く、柔軟 な発想 で教育 に取 り組 むことが必要 となって くる。そ う した観 点か

ら、教員 の意識改革 を図る ことが 、これか らの学校運営 にとって避ける ことので きない重 要

な課題 である と考 えた。そ こで、これ まで に組織 的に取 り組 まれた意識改 革の事 例 につ いて

そ のプロセス を検討す る とともに、各学校での参考 となるよう、 タイプの異な る3つ の事 例

を取 り上 げ、意識改革 を図る上 での指針 を具体的に示 した。

(3)開 かれた学校づ く り

「生 きる力」 をは ぐくむ教育 を推進す るため には 、家庭や地域 ・社会等 との連携 を一層 緊

密 にする必 要があ り、各学校 では開かれた学校づ くりを進め ることが課題 とな ってい る。 そ
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こで、生徒 に対 して、 また、地域や保護者 に対 しで開かれた学校 とは何 か につい て研究 す る

とと もに、各学校が個性化 ・特色化 を推進す る上で参考 となるよう、開かれ た学校づ くりを

進め るための具体的 な方策 を示 した。

3 「生 きる力」 をは ぐくむ教育 を推進 するための学校運営の構造図
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学 校 運営 組

織 の 見 直 し

と その 改革

学年組織の改革

一ネッ トワークのために一

研修部の設置

一組織的な研修のために一

情報管理部の設置

一情報処理の効率化のために一

総合企画部の設置

一変化に柔軟に対応するために一

教 員 の意 識

改 革 の 推進

広報部の設置

一開かれた学校の窓 として 一

学校評価を通 しての意識改革の推進

開かれた学校

づくり

教科会 ・学年会を通しての意識改革

の推進

学校間の連携 ・協力による意識改革

の推進

生徒に開かれた学校

(1)弾 力的な教育課程の編成

② 他校や他の教育機関、学校

外での学習活動の単位認定

③ 指導形態 、指導内容 ・方法

の工夫 ・改善

(4》 評価方法の工夫 ・改善

(5)学 校を越えた教員間の連携

保護者や地域 ・社会に開かれた学校

(D施 設 ・設備の活用 と生涯学習社

会への対応

(2)学 校の広報活動の推進

(3)中 学校、大学 ・短大等 との連携

(4)地 域 ・社会 の 「教育力」の活用
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4学 校評価 の必要性

「生 きる力」 をは ぐくむ教育 を推進す るための学校 運営 の在 り方について考 える とき、そ の

前提 と して、それぞれの学校 にお ける教育の現状 と課題 を明 らかにす る ことが重 要であ り、 そ

のため に一定の基準 に基づ いた学校評価 を適切 に実施する ことが必要 となる。

学 校評価 は、い うまで もな く、学校がその教育活動 を総 合的 ・客観的に見直 し、その成 果 を

評価 す る とともに、改善点 を明 らかに し、今後の教育活動 に生か してい くための もので ある。

平 成7年2月 に、東京都教育委員会 は 『東京都公立高等学校 評価 基準 』(以 下 、学 校評 価 基準

とい う)を 作成 し、そのね らい ・実施方法等 について総合 的 に示 しているが、 ここで は、 これ

か らの学校運営 を考 える上で重要 と思 われる点 について記 してお く。

(1)誰 が評価 するか

学校評価 を行 う上で、 まず重 要なのは、誰が評価す るか、 とい うことであ る。 これ につ い

て 『学校評価基準』 では、次 の3点 をあげて いる。

① 教職員 が行 う学校 内部 の評価

② 家庭や地域 ・社会等 の学校以外か らの評価

③ 生徒 による学校 の教育活動 に対す る評価

① について は、これ まで も実施 されているところが多い。 しか し、 これか らの学校 の在 り

方 を考 えるためには、② と③が よ り重要であ ると考 える。家庭や地域 ・社 会 、生徒 、 さらに

は中学校が各高校 に望 んでいるこ とを的確 に把握 してい くことこそ 、「開か れた 学校 」 の基

本で ある。中で も、 これ まで避 けが ちであ った生徒 による授業評価 を積極的 に実施 し、教員

の意識改革 に役立 ててい く必要 がある と考 える。

(2)ど う評価す るか

『学校評価基準』 では、学校評価 を実施す るにあ た り、学校評価委員会の設置 を提言 して

い る。 どの よ うな形 であれ、学校評価 は、評価の 目的や評価項 目、結 果の分析方法や生 か し

方な どを組織的 に検討 した上で実施 してい くことが重要 である。そ して結果 を客観的 に分析

し、教員一人一 人が学校 の課題 を十分把握 した上で、組織 改革や開かれた学校づ くりな どの

学 校運営 に参画 してい く意識 を もつ ことが大切である。その意味で、学校評価 は教員 の意識

改 革の契機 と もな りうる。 また、取 り組 んだ改善策の成果 を確 認 した り、生徒 や社会 の変化

に的確 に対応 してい くために も、学校評価 は継続的 に実施す る必要があ る。

これ まで な されて きた、新 しい教育の在 り方 についての提言 を実践 してい くため に も、 そ

れぞれの学校 で学校運営 の在 り方 を見直 してい くことが重要であ ると考 える。家庭や 地域 ・

社 会 との連携 に して も、 まず 、教員が主体 となって進め なければ ならない現実があ る。 イギ

リスで戦後最大 といわれる教育改革 を主導 したサ ッチ ャー元首相の言 葉 に、 「結 局 、改 革 を

実践す るの は、政治家 ではな く、教師 なのであ る。」 とある ように、教 員一 人一 人 が これ か

らの学校の在 り方 につ いて真剣 に考 え、主体的 に行動 してい くことが大切であ る。
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II学 校運営組織の見直しとその改革

1は じめに

生徒 の多様化 や社 会の価値 観の変化等 に伴 って、高校 を取 り巻 く環境 は大 きく変化 してお り、

都立高等学校 で も、 この ような変化 に柔軟 に対応 し、魅 力ある高校づ くりを進 める ことが求 め

られている。そのため、各学 校では、教育課程の編成 や指導 内容 ・方 法等 の改 善 ・工夫 を図 る

な ど、教育活動 の改善 ・充実 に努めているが、その成果 はい まだ十分 とはいえず、今 後の学 校

の取 り組 みに よる ところが大 きい。

新 しい時代 に対応 した教育 を進め るため には様 々な取 り組 みが必要 であるが、中で も、学 校

組織 の改編 と教 職員の意識改革 は避けて通 ることので きない重要 な課題 である。そ こで、 ここ

で は、現 在の多 くの学校が共通 してかか える組織 上の問題点 を整理す る とともに、組織改編 を

進 める上 での視点 を提示 した。各学校で は、それぞれの状況 に応 じて、提示 した視点 につ い て

検討 し、実状 に合 わせて組織改革 を してい くことが重 要であ ると考える。

2学 校運営組織の見直 し

(1)学 校運営組織の基本的 な考 え方

① これ までの組織の性格

これ まで、多 くの学校で は、校務分掌組織 を、一律的 な教育 をいか に効率 よ く与 えるか と

い う観点か ら編成 して きた。 この ような組織 は、高校へ進学す る生徒が限定 され、家庭 や 社

会 があ る程度共通 の価値観 を もっていた時代 には、一定の成果 をあげ るこ とがで きた。 しか

し、高校への進学率 の上昇等 に伴 う多様 な生徒の入学 、価値観の変化等 によって、基礎 ・基

本が身 につい ていない生徒や 目的意識 のあい まいな生徒が増加す るな ど、様 々な問題 が生 じ

て きてい る。 こ うした問題 に対 し、学校で は既存の分掌 に問題 を担 当させ た り、委員会 を設

置 して検討す るな どして きたが、その解決 を個 々の教員 に任せ る面 も多 くあった。

この ため 、校務分掌 の担 当範 囲が細分化 され、業務の分業化が進行 して学校組織 が硬 直 化

し、組織 として新 たな事態へ対応す るこ とがで きに くくなっている。

② これか らの組織 のあ り方

これ までの学校組織 が硬直化 して きている今 、教務 、生活指導 、進路指導 な ど、骨 格 とな

る分掌の機能 を充実 させ る とともに、思 い切 って組織 を改編す る必要が生 じている。その際、

これか らの学校 のあ り方 につ いて十分検討す るこ とが重要で ある。 これか らの学校 は、学 校

だ けで一つの完結 した社会 をつ く り、学校 の内 と外 は別 とい う姿勢で はな く、家庭 が担 うべ

き部分 は家庭へ返 し、地域 ・社会 の協力 を仰 ぐべ きところは仰 いで 、生徒一 人一 人 を家庭 や

地域 ・社会 とともに育 ててい く姿勢 を もつ こ とが必要で ある。

この ため 、組織 の改編 に当たっては、学校 は、家庭や地域 ・社会 との連携 を これ まで以 上

に深め 、多様化す る生徒 の個性 を的確 に とらえ生 か してい くとい う側面 を強化す る ことが 大

切であ る。 また、改編 された組織 は、これか らの社会や生徒 の変化 にす ばや く対応 で きる柔

軟 な もので なければな らない。

一5一



③ 変化の構造 図

〔これ までの組 織〕 〔これ か らの 組 織 〕

咽
1

亘
匝 亟][家 庭][璽 」 一判 家 動

(2)現 状 の学校運営組織の問題点

新 しい組織への改編 を進めるためには、 まず、現在 の組織 の問題点 を整 理 しなければな ら

ない。 もちろん、組織 や制度の問題 は、それ らにかか わる人問の意識 によって大 きく異 な る

ものであ り、同 じような組織 で も、問題 とな らない もの もあ る。その点 を考慮 した上で 、多

くの学校 で問題 と感 じていた り、欠落 していると思われ る もの を次の5点 に整理 してみ た。

① ネ ッ トワー クの不 備

ここでい うネッ トワー クの不 備 とは、一つの学校内における各分掌 ・学年間、あるいは個々

の教員 間の ネッ トワー クの不 備、つ まり情報網の不備 とい うことであ る。以下 、具体例 をあ

げる。

ア 学年 と分掌 、分 掌 と分掌 な どの間で必要 とされる情報交換や連携が不足 してい るため、

同一 の問題 に対 して異なる方 向が示 された り、空 白部分が生 じた りする などの混乱 がみ

られる。

イ 組織 の縦割化や 分掌 内での分業化が進みす ぎ、同 じ分掌内で も担 当者 に聞か なけ れ ば

内容 が分 か らなかった り、協議すべ き案件が担当者の一存 に任 されて しまうとい った こ

とが 多 くみ られ、情報が 閉鎖的 になってい る。

こ うした問題が 日常 化 し、情報の受 け手の感度 を鈍 らせてい ることが、 ネッ トワー クの不

備 を さらに助 長 している といえる。

② 不十分 な研修体制

ここでい う研修体制 とは、主 として校内の研 修体制 を指す 。社会 の変化 や生徒 の多様 化 が

進 み、教 員の研修 は ます ます重要性 を増 している。研修 は本 来、校 内研修 を軸 と して推 進 さ

れる ことが望 ま しいが 、現状 では、組織的 な校内研 修が行 われている学校 は少ない。

ア 変化に対応 で きる技術や技能(カ ウンセ リングや情報 処理等)の 向上 をはかる システ

ムが 欠如 している。

イ 教科 内や学年 内での生徒情報の交換 や問題点の共有化が不足 しているため、共通の 研

修 目的を設定 しに くくなってい る。

ウ 研修の機会 を外部 に求め ようと して も、時間的制約 や 日常業務 の多忙 さか ら果た しに

くくなってい る。 また、外部の研修の成果 を還元 するシステムが整 っていないため、 研

修の成果 を生 かせ ない。

③ 情報管理 システムの整備不足

現在 、各学校 に多 くの コンピュー タが導入 され 、業務の効 率化が図 られているが、総合 的
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な情報管理 システムを とっている ところは少 ない。

ア 情報処理 の方法 に統一性 を欠 き、また、その利用方法がマニ ュアル化 され ていない た

め、情報 の共 同利用が で きに くい。

イ 同一の データを複数 の部署 で作成 した り、デー タや文書 の管理が一元化 されてい ない

ため 、無駄が多 く継続性 に欠ける。

こう した点 を改善 し、効率化 を図るこ とによ り、業務 をス リム化す る必要があ る。

④ 変化 に対応 で きるシステムの整備不足

社会の変化 や生徒 の多様化 に対応 してい くため には、 日常的 に生徒や家庭、地域 ・社 会 の

情報 を収集 し、分析 して、変化 を先取 りしてい く姿勢が重要であ るが、現在の学校 には、残

念 なが らこ うした体制が不足 している。

ア 分掌の縦割化や業務 の分業化が進 み、総合的 な視野か ら全体 を見渡す組織が ない。

イ 新 しい試 みや不測 の事態 に対応す る組織がす ぐには作れず、対応が遅れる場合が多い。

⑤ 開か れた学校へ の対応不足

地域 に根 ざ し、生徒 ・保護者等 か ら信頼 される学校 となるため には、生徒や家庭 、地域 ・

社会 に開かれた学校づ くりを推 進する必要 があるが、現状 は、十分行われているとはいえない。

ア 生徒や 家庭 、地域 ・社会 な どの要望 を受 け とめ る姿勢が不足 し、また、学校 と しての

説明が十分 な されていないため、地域 や家庭 との信頼関係が必ず しも築かれ ていない。

イ 学校のPRや 積極 的な生徒募集体制が で きてい ない。

これ らの問題点 に対処す るための組織改革の視点 について次 に述べ る。

3組 織 改 革 の 視 点

(1)学 年 組 織 の改 革 一 ネ ッ トワー ク の た め に 一

各学年 に、担任以外 に教務 ・生活 ・進路部 を担当す る教員 を配置 して担任の負 担 を

軽減す る とともに、多様化す る生徒 に対す る きめ細か く組織 的 な指導 を展開す る。

〈留意点 〉

ア 学年 に配置 され た分掌担 当教員 は、各分掌 にかかわ る学年の仕事 を、学校や学年 全 体

を見渡す視点か ら企画 、運営す る とと もに、学年 におけ る生徒相談の役割 を分担 し、 各

クラス内 で生 じた問題 の解決 に担任 と ともに取 り組 む。

イ 学年の分掌担 当教員が 、担任 団の一員 として学年の運営 に積極的にかかわるとともに、

クラス担任 も、各分掌担 当教員 との連携 を緊密 に図 り、相互 に学年 を支 え合 う体制 を築

くよ う努 める。

〈組織上の課題 〉

ア 学年担任 団には、クラス担任 とともに分掌担当の教員が加わ るので 、人員 の配置が 課

題 となる。そのため、組織 の精選 、ス リム化 を推進す るが必要があ る。

イ 校 内の各分掌 と学年 の分掌担 当教員 との連携、 さ らに、異学年の分掌担 当教員 の相 互

の連携 に も配慮す るこ とが大切 である。
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(2)研 修 部 の設 置 一組 織 的 な研 修 の た め に 一

教員 と しての技術 ・技能の向上 をめ ざす とともに、自校の問題点 を研修課題 と して

取 り上 げるな ど、校 内研修 を改善 ・推進する組織 として研修部 を設置す る。

〈留意点 〉

ア 研修部 は、校長 の学校運営 に対す る考えや 自校 の課題 を的確 に把握 し、校 内研修 が 定

期的 かつ 円滑 に実施 で きるよう配慮する。

イ 校 内研修 の実施 にあたっては、単 なる報 告会 とな らない よう、学校改 善をね らい と し

て 目的意識 を もって企画 ・運営 にあたる。

ウ 校外 の研修 に参加 した教員の成果 を校 内に還元 させ るための機会 を積極的に設けた り、

外部機 関 と連携 した校 内研修会 を開催す るな ど、校 内研修 の活性化 に努 める。

〈組織上 の課題 〉

ア 研 修部の教員 は、研修項 目が多岐 にわたるので、教科 や経験 に配慮 しつつ、バ ラ ンス

よく配置 される必要 がある。

イ 研 修部 の教員 は3～4名 が適 当であ るが、独立 した分掌 として研修 部 を設置で きない

場合 には、後述す る総合企画部等が研 修部の役割 を分担す るな どの方 法 も考 え られ る。

(3)情 報 管理 部の設 置 一情報処理 の効率化のため に一

共 通 して 利用 で きる デ ー タや 各 部 署 で 必 要 な マ ニ ュア ル な どを一 括 して作 成 ・管 理

す る と と もに 、 ソフ トウェ アの 開 発 や 選 定 を行 う組 織 と して情 報 管 理 部 を設 置 す る。

〈留意 点〉

ア この分掌 の設置 にあたって は、現在の事務処理 の効率化 を図 り、将 来の校 内情 報バ ン

ク としての機能 を もたせ る とい う設置の意図 を共通理解 してお く必要 がある。

イ 各学年や分掌、教科 な どが保有す るデー タや文書管理状況等 に関す る調査 、共 有化 の

必要 なデータの調査 ・整理 な どに時間がかか ることを想定 し、各部署 との連携 、協 力 に

努 める。

ウ 情報 に関す る図書館 的な機能 を もつので、初心者 の利用 を想定 した説明会 の実施 やマ

ニュアルの整備 に努める とともに、情報公開 に対応 した情 報の管理 に も配慮す る。

〈組織上 の課題 〉

ア 新設 の分掌 に どれだけの人員 を配置で きるか、ということが課題であ り、設置にあたっ

ては、従来の分掌 の人員配置 の見直 しも考慮 に入れて考え る必要があ る。

イ 当面は、中心 とな る教員 を2名 程度 とし、他の各分掌 ・学年に も担 当者 を1名 ず つ配

置す るな ど して情 報管理部 を運用 するこ とも考 えられる。

ウ 共 通利用 をめ ざす観点か ら、事務室 との連携 に配慮する とともに、情報処 理 に詳 しい

教員 だけが配置 され ることのない ようにす ることが大切であ る。
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(4)総 合企画部 の設置 一変化 に柔軟 に対応す るだあ に一

生徒や家庭 、地域 ・社会 の要望等 を受 け とめなが ら、長期的 な視野 に立 って学 校 の

進 むべ き方 向を総合 的に研 究 し、新 しい試 みや地域 との連携 な どを積極的 に推進 す る

組織 として総合企 画部 を設 置する。

〈留意点 〉

ア この部 の基本的な仕事 は、学校評価 な どによる学校情報の収集 ・分析 とそれに基づ く

問題点 の把握 、長期 的な計画の策定及 び新 しい企画の立案 とし、定型的 な仕事 はで きる

だけ担 当 しない ように留 意する。

イ この部 の企画や方針 は、学校 と して取 り組 む方向 を示す もの となるので 、校 長の意 向

を受 け、全 体の共通理解 の もとで実施 する よう配慮す る。

〈組織上 の課 題 〉

ア 従来 の分 掌 とは性格 を異 にするので、設置の意義 や仕事 の内容 について教 職員の共 通

理解 を図る ことが大切であ る。

イ 分掌 の教員 数は、4～5名 が適当である と考 えるが、組織 の中核 となる部で もあ り、

人員構城 には さまざまな観点か らの配慮が必要 である。

ウ 独立 した部 と して設置す ることが難 しい場合 は、委員会 の ような形態 も考え られ る。

(5)広 報 部 の設 置 一 開 か れ た学 校 の 窓 と して 一

学校 と外部 との接 点 と して、学校情報 の発信 や学校 に対す る要望 の把握 、施設 ・設

備 の開放等 を積極 的に推進 し、学校 と家庭 、地域 ・社会 との間に相互 に開かれた関 係

を作 るこ とを 目的 と して、広報部 を設 置する。

〈留意点 〉

ア これ までの学校案 内作 成等 の仕事 に加 え、 より積極 的な広報活動 を実施す る分掌 と し

て位置づ ける。

イ 単 に事務上 の必要 か ら組織 を新設す るのではな く、「広報活動 」 とい う新 しい概 念 に

基づ いて学校 のあ り方 を見直 す ことが大切 である。

ウ 具体 的な仕事 内容 として、学校 のPRと 生徒募集 の強化 、学校 に対す るニーズの把 握

と学校 の現状 に関する広報活動 、公 開授業等 の学習活動の 開放 な どを行 う。

〈組織上 の課題 〉

ア 従来 の仕事(学 校案 内の作成 、学校見学の実施、PTAと の連携等)に 加 え、新 た な

調査 とPR活 動 を行 うが 、同時に、学校 の仕事全体 を効率化 ・ス リム化す るこ とも必 要

で ある。

イ 学習活動 の開放 な どにつ いては、教務部や教科 との関連 を図 る必要があ る。

ウ 財政状況 が厳 しい中で 、広報活動の ための予算の確保が課題 となる。
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4改 革のための条件

この章では、生 きる力 をは ぐくむ学校運営 を推進するための組織改革 の必要性 を訴 え、新 し

い概 念 に基 づ く組織 の在 り方 を提 案 した。このような組織 を効率 よ く機 能 させ るため には、 教

職員 の共通理解 とともに、専 門的な知識や技能 をもった者 の育 成や配 置が課題 とな る。 この こ

とについては、すでに、ス クールカ ウンセ ラーや情報 教育指導者 の養成講座等 の研 修が実施 さ

れ てお り、専 門のカ ウンセ ラーの学校への配置 も行 われている。今後 は、学校 におけるデ ー タ

処理 システムの構築等 について も、研修等 を通 して専 門家 を育成す る必要があると考えられる。

また、新 しい組織 の構築 にあたっては、 これ までの組織 を見直 し、分掌 の人員 配置等 を適 切

に転換 してい くな ど、 きめ細 かな配慮が大切であ る。例 えば、教務 ・総務 ・図書視聴覚部 門や

情報 ・広報 ・研修部 門な どを どのように整理 ・統合 してい くか、学校の進 むべ き方 向につ い て

企画 ・検討す る総合企画部 との組み合わせは どうするかな ど、考 える必要があ る。 また、生活

指導 ・保健 ・進路指導部 と今後一層重要性 を増 す と考 え られる相談機能 とを どう統合 してい く

か も課題であ る。

組織改革 は、 その内容 において従来の定型 化 した業務 か ら、 目標 を もった プロジェク ト業務

への再編 を伴 う。組織 を動かすのは何 よ りも人である。 したが って 、組織 改革 にあ たっては、

教員の業務 に対す る強い 自覚 と専門的な技術 ・技 能の 向上が必要であ り、教員の意識改革 が こ

れ まで以上 に重要 となる。次章で はこの点について述べ るこ ととす る。
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皿 教員の意識改革の推進

1は じめに

変化の激 しい時代 にあって、知識 の習得 に偏 りが ちであ った これ までの教育か ら生徒 に とっ

て生涯役立つ 「生 きる力」 をは ぐ くむ教育へ の転換が求め られている。 このため、高等学 校 に

おいて は、指導 内容 ・方法 の工夫 ・改善 、開かれた学校づ くりの推 進 など、教科指導 や学 校運

営等の改革が必要 であ り、その前提 としての教員の意識改革が重 要 となってい る。各学校 にお

いて は、校内研修等 を通 して教員 の意識改革 に努めてい るが、現 実には意識改革が十分進 ん で

い るとはい えない状況が ある。その要 因 として次の3つ をあげる ことがで きる。

(1)生 徒 や保護者 、地域 ・社会等 か らの評価 を学校 が積極 的に受 け とめ ようと しない こ と

(2)教 科会 ・学年会が本質的 な議論の場 になっていない こと

(3)他 校や外部の専門機関 との交流が十分で ない こと

教員 の意識改革 を進め るため には、それ を阻害する要因 を取 り除 き、教員 が学 校の現状 と課

題 を把握 し、問題意識 を高め る必要があ る。その ことに よって、改 善に向けた取 り組み を進 め

る ことがで き、取 り組みの過程で、新た な現状認識 と問題点の把握 を行 うことがで きる。 この

教員 の意識改 革の プロセスは、以下の ように図示で きる。

そ こで、本研 究では、教員 の意識改革 を阻んでいる要 因を取 り除 き、意識改革 を具 体的 に進

め るための観点 として次 の3項 目を と りあげ、第2節 以降で事例 を もとに詳述することにする。

(1)学 校評価 の積極的活用

(2)教 科会 ・学年会等の機能 の強化

(3)学 校の枠 を越 えた教員 間の連携 ・協力の推 進

2学 校評価 を通 しての意識改革の推進

教員 には、個人の立場や価値観 にとらわれ ることな く学校運営 に参画 し、学 校改革 に向 けて

多様 な考 えを受 け入れ る柔軟 な思考 と姿勢 をもつ ことが求め られてお り、教員 は何 をなすべ き

か、 とい うことがあ らためて問われてい る。

教員 の意識改革の出発点 と して、生徒や保護者 、地域 ・社会 、中学校等の要望 を聞 きなが ら、

学校 の現状 と問題点 を十分把握す る必要があ る。そのため、学校 は、前章 で提 案 した総合 企 画

部 な どを中心 と して学校 評価 を実施 し、学校 の現状 を率 直に把握 するこ とが大切 である。 その

際 、平 成7年2月 に東京都教育委員会が示 した 『学校評価基準』等 を参考 にす る。評価 の結 果

につ いては、学校 と して十分検 討 し、改善すべ き事項 と改善す るための具体的 な方策 を考 え実

施 に移す ことが重 要である。以下に、学校評価 を もとに教員の意識改革が進 んだ学校 の事 例 を

示す 。
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(1)A校 の事 例

A校 では、 これ まで、ある問題 につ いて教員の考 えが一致せず、全員 で取 り組 む こ とが

困難 な状 況がある と、何 もや らないほ うが よい とい う雰囲気 にな りがちであ った。 この た

め、教員が、既 成の価値観や意見の相違への こだわ りを捨て、バ ランス感覚 と柔軟 な思 考

の上 に立って粘 り強 く学校改革 に取 り組 むこ とが課題であ った。

職 員会議で、校 長が中央教育 審議会答 申や都立高校長期構想 懇談会 答申 をふ まえて 、都

立 高校の将来像 について示唆する とともに、将来 を展望 したA校 の ビジ ョンを明確 化 す る

必要性 を教員 に伝えた。

↓

○ 将来構 想委員会 が設置 され、委員会 は学校の現状 を認識 するために学校評価 を計 画 ・

実 施 した。

将来構想委員会 は、学校評価 の結果 を分析 ・検討 して職員会議 に報告 し、教員 の学 校

改革 に対す る意識 を喚起 した。

職員会議 での議論 を基 に将来構想委員会が改革 の方 向を示 し、該 当の分掌 を中心 に具

体 的な改革案が検討 された。

↓

○ 「教員 自 らが学校 を変 えてい く」 とい う教員 の意識改革 に よって 、活力 ある学校 づ く

りをめ ざす協働意識が芽生 えた。

〈教員 による学校評価 を基 に取 り組 まれた内容 の例 〉

① 募集対策委員会の設置

② 教 育課程の見直 し

・必修科 目の厳選 と選択 科 目の拡 充

③ 進路 部 と学年の連携 の強化

・卒業 までの3年 間 を見通 した進路指導計画の策定

・外部講師の招 へい などに よる進路情報 の収集 と提供

・進学先 ・就職先の拡 充へ の取 り組み

く生徒 に よる学校評価 を基に取 り組 まれた内容の例 〉

① 「生 きる力 をは ぐくむ授業」へ の改 善

・少人数、習熟度別授 業の拡 充

・テ ィームテ イーチ ングに よる授業 の本格的導入

・生徒 に よる授 業評価の積極 的活用

② 生活指導 の徹底

・生徒 と教 員が一体 となった校 内規律 を守 る取 り組み
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③ 特別活動 の活性化

・ボラ ンテ ィア活動 … ・生徒会 ・有志 による老 人ホームの訪問、地域 の美化活動

・地域主催 の行事 にクラブ活動 として参加

(2)ま とめ

① 校長が学校 の ビジ ョンを教員 に明示→将来構想 委員会 の設 置

② 将来構想委員会が学校評価 を実施→多様 な視点か らの学校評価 で教員 の意識 が変容

③ 学校全体で改善案の検討→学校の活力の回復

3教 科会 ・学年会 を通 しての意識改革の推進

学校 には、相互の啓発 によ り内か ら意識改革 を図 る場 と して、教科会 ・学 年会 などの定例 の

会 議が存在す る。 しか しなが ら、これ らの会議 は、多 くの場合 、 日々の懸案事項 を処理す る こ

とのみで終わ って しまってい る。 こ うした会議の在 り方 を改めて、教科 指導 や生活指導 にお け

るその時 々の問題 を共有 し、議論 して解決 を図 る場 とする ことが重要 である。

教 員個人の経験 は、生徒指導の具体的 な指針 とな り得るが、経験 を絶対 化 した場 合 には意識

改革 の障害 と もな り得 る。教員の意識改革 を実現す るため には、個人の経験 を積極的 に出 し合

うとともに、それ らを全体の経験 として とらえ直す必要があ る。そのため には教員が相互 に相

手 を受容 し、理解 しようとす る姿勢 を もつ ことが重 要であ る。

(1)B校 の事 例

B校 では、担任 と生徒 との言葉の行 き違いか ら生徒 の暴言威嚇行為 が発生 した。

す ぐに、学 年会が招集 され、今後の方策 について様 々な意見 が出 された。

↓
〈学 年 会 〉

① 以前 に もこの生徒 は暴言 を吐いているのだか ら、当然特 別指導 にすべ きである。

② どの ような状 況で も、相手 を傷 つける言葉 を発 した担任が まず謝罪すべ きであ る。

③ 担任 の言葉 は確 かに言 ってはな らない内容 だが 、前後 の状況 を考 えれば、担任 に一 方

的 に非 はない。相手 が理 解する まで特 別指導 を継続すべ きであ る。

この件 で合 計8回 学年会 が開かれ、職員会議 に報告 された。 さ らに生徒部 と相談 の上 で

カウ ンセ リング を学 んでいる教員 を中心 に校 内研修会が 開催 されるこ とになった。

↓
〈校 内 研 修 会 〉

① 深 い生徒理解 に至 るには相手 の言動 を簡単 に批判 ・排除 しない受容力が必要で ある。

② 安易 な指導 に流 れるこ とな く教員相互 の共通理解 に立 った指導が必要であ る。

③ 問題行動 は突然起 こるこ とはない。起 こる前 に必ず前兆があ る。
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↓
〈教員全体 に生 じた意識の変化 〉

① 「思わず言 って しまった言葉」 あるい は 「良かれ と思って言 った言葉」 の中に、生徒

に対 して決 して言ってはな らない言葉が ある。

② 言葉 は一 人歩 きする場合 があるので、教員 は慎重 に使わなければな らない。

③ 生徒 は言葉 一つで個性 が引 き出 され、活か される場合 がある。 「生 徒 を活 かす言 葉」

を工夫 ・研究 する必要 がある。

(2)ま とめ

上記 の事例 を図にす る と以下 の ようになる。 なお、教科指導上の 問題が発生 した場合 には

教科会が 中心 となって、同様 に問題 を共有 し議論 の上 、解決 を図ってい く。

團
1

團
1

〈学 年 会 〉

① 担任個人の問題 とせず、学年全体 の問題 として対応す る。

② 教員が相互 に受容 し合 う姿勢で、問題解決の方策 を討議す る。

③ 問題が発生 した時 こそ、意識改革 のチ ャンスであ る。

11 11

校内 ・校外での研 修

④ 教育 相談 の専 門家 に よ るカ ウ ンセ

リングの校 内研修

⑤ 外部研修 を受 けた教員 による還元

⑥ 他校 との連絡会議での情報収集

←

一一ｺ

分掌 との連携

⑦ 生徒 理解 を深 め る ため の学 年 会 と

生徒 部 との連携等

4学 校 間の連 携 ・協 力による意識改革の推進

今 日、生徒 の価値観 や行動様式が多様化す る中で、教員 にはこれ までの指導 内容 ・方法 を見

直 し、新 たな教育観 ・生徒観 を もって指導 にあたるこ とが求 め られ ている。その ためには、教

員が校 内 ・校外 を問わず相互 に協力 し、一体 となって教育 の改善 に取 り組 む必要があ り、特 に、

一14一



学校 間の連携 ・協力 を充実 させ てい くこ とが重要 となっている。

例 えば、校 内で教務や生活指導 、進路指導 に関す る問題が生 じた とき、同様 な問題 に関 す る

他校 の情報が少 な く、自校 の これまで の経験 を基 に問題 を処理 す ることが多い。そ こで、学 校

間の連絡会議等 で、各校 が もっている問題解決の方策 を共有で きるよう情報 交換や意見交換 を

行 い、 これ らの会議 を教員 の意識改革 に役立て る必要があ る。

(1)C校 の事例

C校 で は、進路 の多様 化が進 んでいるが 、生徒の進路 に対す る 目的意識 は希薄で あ り、

進路選択 も具体 的な進路先 の決定 を中心 に行 われ てい た。 この ような状況 を改善す るため、

進路指導部 で これ までの進路指導 の在 り方 を再検討 した結果、生徒が主体的 に取 り組 む進

路学習 を推進 する必要 がある との結論 に至 った。 そこで 、これ までの進路行事 に加 え、生

徒一 人一 人の進路 に配 慮 したホームルームを中心 とす る進路学習の充実 を提起 したが、十

分 に受 け とめて もらえなか った。

↓

C校 の進路 指導 主任 は進路 指導研 究協議会 で自校 の現状 を伝 え、各校 にお ける進路 指導

の取 り組 み と改 善策について、情報提 供を依頼 した。

(各校 の取 り組 みの例)

〈D校 〉各学 年 ごとに 自己理解 ・進路研究 ・進路設計 について の進路 目標 を定 め、指 導 し

ている。そのため に、性格検査 や職業適性検査 、進路希望調査等 を行 った り、進路

関係の視聴覚教 材の活用等 を行っている。

<E校>LHRで 進路 指導部が担 当する時間を設 けて、生徒 に進路資料 を もとに話 を した

り、質疑応答 を行 うなど して、進路 に対す る意識 を高め ている。

〈F校 〉進路 に関する課題 を与 え図書館 で資料 を調べ させ た り作文 を書かせ た りして、生

徒 が進路 について 自分の考 えを まとめ られ るよ うに して いる。

〈G校 〉社会 人の講話 を聞かせ 、その後 の生徒 との質疑 を通 して、生徒 の職業 に関す る意

識 を高めている。

↓

○ 職員 会議 において、進路指導 部か ら各校 の取 り組 みが報告 された。

○ 進路 指導部、学年団 を中心 に進路学習は重要 である との認識が広が り、

全 体で進路学習 に取 り組む体制がで きていった。

<C校 で話 し合われた進路指導の方針の例>

0

発達段階 を考慮 して各学年 にテ ーマ を割 り振 る)

②LHRの 活用(ホ ームル ーム活動の中心 の一つに進路指導 を置 く)

そ こか ら学 校

進路の年間指導計画の見直 し(ホ ームルームで行 う進路 指導 の重点 を決め、生徒 の
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③ 社会 人講師の活用(生 徒 の勤労観 ・職業観 を育成す る)

④ 進路相 談体制 の確立(生 徒への個別指導 の充実 を図る)

⑤ 家庭 や地域 ・社会 、関係諸機関等 との連携 の強化(信 頼 関係 を確立 し効果 的な進路

指導 を行 う)

⑥ 全校的 な進路指導体制の確立(教 育活動全 体 を通 して、 円滑 な進路指導 を行 う)

⑦ 進路指導の評価 ・改善(次 年度 に向けて改 善 ・充実 を図 る)

(2)ま とめ

学校 には多 くの課題が あるが、それ らを解決す るには、まず教員の問題意識 を高 める こ と

が重要であ る。その方法 の一つ として、高校間の連携 ・協力が ある。 これ を教員 の意識 を変

える きっかけ と して、学校 の改善 に向 けた取 り組 みへ と発展 させ てい く。

① 連携 ・協力

地域の高校が定期的 に集 まり、各学校の課題 を中心 に教育活動全体 につ いてテーマを決め、

広 く情報交換 ・意見交換 を し、解決策の議論 ・検討 を行 う。 また、専門家の招請や 関係 諸機

関 に出向い ての情報交換 な どを行 う。

② 教員の意識への働 きか け

職員会議 ・部会 ・学年会 などを通 して、他校の取 り組み を紹介す るとともに自校の問 題点

を明 らか に し、教員の意識 に働 きかけて、問題解決 に取 り組 む きっかけ とす る。

③ 学校 の改善への取 り組み

高校 間の連携 ・協 力の重要性 を認 識 し、担 当者 を支援す る体制 をつ くる。 また、課題 ご と

に学校 全体、分掌、学年 など適切 な部署 で話 し合い を もち、学校の改善に向けて学校全 体で

取 り組 む ようにする。
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IV開 かれた学校 づ くり

1は じめに

現在 、学校 で どの ような教 育が行 われているか、その情報 は外部 にはなか なか伝 わ らない。

保護者や地域住民 に授業 を公 開 し、外部 か らの評価 を受 け入れ る体制が整 ってい る学校 もまれ

であ る。また、 日常 の教育活動 を教員 間で相互 に評価す ることや、生徒 による授 業の評価 が行

われ ている学校 は少な く、校 内において も閉鎖的 な傾向があ る。

新 しい時代 にふ さわ しい学校 は、生徒 に対 しては もちろんの こと、保護者や地域 ・社会 に対

して も開かれていなければな らない。各都立高校 におい ては、生徒、家庭、地域 ・社会 に対 し

て魅力 ある学校 となるため、「開かれた学校づ くり」 を推進 してい くこ とが重要 であ る。

「開かれた学校 づ くり」 については様 々な考 え方があ るが 、本研究 で は 、 「生徒 に対 して 開

か れた学校」、「保護者 や地域 ・社会 に対 して開かれた学校」の二つの側面か ら考 える ことに し

た。特 に、現在 の都 立高校 が他の教 育機 関や地域 ・社会 とどの よ うに連携 し、 どの ような点 を

改善 してい くべ きか を中心 に検 討 を行 った。「開かれた学校づ くり」 につ い て は、平 成9年9

月 に発表 された 『都立高校改 革推 進計画』 をは じめ、既 に様 々な ところで述べ られてい るが、

そ れ らも含 めて取 り上げ ることに した。

2生 徒 に対 して開 かれた学 校

(1)弾 力 的な教育課程の編 成 一多様 な選択科 目の開講 一

多様化す る生徒 に対応 するため に、教 育課程 を弾力 的に編成 し、その学校独 自の ものへ と

改 めてい く必 要がある。学 校必履修科 目は、基礎 的 ・基本的 な もの に とどめ、選択科 目はそ

の発展 的な科 目を含め、様々 な科 目を開講 し、進路希望 や興味 ・関心 、能力 ・適性 に応 じて

選択 で きる ようにす る必要があ る。生徒 一人一 人が 、選択科 目を主体的 に選択す る ことに よ

り学習意欲 が高め られ、 また、 自分の時間割 を作成す る ことに より個性 に応 じた教 育 を実 現

で きる と考 える。

選択科 目の設置 にあたっては、生徒 に よる授業評価等 もふ まえ、生徒 の要望 に応 えた科 目

を設 ける とともに、保護者 の要望 や地域 の実態 に合 った科 目も設 ける必要 がある。

教育課 程の具体的な編 成例 については、 これ までに も様 々な提案 がな されているので、 そ

れ らを参 考に していただ くことに し、 ここでは実施 にあたっての方策等 を考 える。

生徒 の適切 な選択科 目履 修のために 「シ ラバ ス」(授 業案内)を 作 成 ・配布 す る と共 に、

講座 内容 についての ガイダンス機 能 と、進路相談 を含 めて講座選択 にかかわるカ ウンセ リン

グ機 能を合 わせ もつ進路相 談部 を設置す る。 また、時 間割 の作成 にあたっては、生徒 の受 講

希望 を最大 限に活かせ る ように配慮 し、他校 との連携等 も考慮 にい れなが ら、生徒 を主体 と

した時間割 を作 成する ように努める必要 がある。
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「選択科 目」履修 までの システ ム(例)

9月10月

進 生徒
へのガイダンス

相 担

p任 個畑 談 靖 報提供

生徒へ のガイ ダ ンス

個 人面 談 ・情報提供

國
受講プラン 第二次受講プラン 第一次
の修正 選択科 目登録の作成 選択科 目登録

の
布
ス
配
バラシ

劉座未
講
は
講
間酵

團

時

間

選択科 目 割
の確定

の

決

定

(2)他 校や他の教育機関、及び学校 外での学習活動の単位認定

学習機会が多様化す る時代 を迎 え、他 の教育機関等 にお ける学習活動の機会 も増加す る と

考 えられ る。他の都立高校での学 習活動 や専 門学校 ・大学 ・企業等 にお ける体験 学習で は、

自校 には ない講座や施設 ・設備 を利用 し、興味 ・関心 に応 じた学習 を行 うことがで きる。

また、 ボランティア活動 は、将来の高齢化社会 に向けて大 きな役割 を果たすため 、積極 的 に

取 り組 む必要があ る。そ して、 これ ら他 の教育機関等 にお ける学習活動の成果の単位認 定 に

ついて も考 えることが必要である。

① ね らい

ア 都立高校の課程 、学科 を問わず、学校 間の連携 を深め、交流 を図る。

イ 他校や他の教育機関等の充実 した施設 ・設備の有効活用 を図る。

ウ 学校間連携 による他校での単位修得 によ り、定時制課程 における修業年限の短縮 を図

る。

② 方法

ア 学校間連携 を行 う相互の学校 において、開講講座の情報 につ いて 「シ ラバ ス」(授 業

内容)を 公開 し、科 目選択 についての便宜 を図る。

イ 他校や他の教育機関等 にお ける学習 成果の単位認定 について 、組織的な検討 を進める。

③ 他校や 同一校内 の他課程 にお ける学習活動 の成果 の単位認定

【都立H高 校(単 位制 ・定時制課程)に おける校 内併修 の例】

ア 併修の対象 となる科 目

○所属部の時 間帯以外の定時制課程の部の科 目

○併設 の通信制課程 の科 目

○ 併設 の生涯学習講座の科 目

○大学 入学資格検定 の合格科 目

イ 併修科 目の制 限

○ 併修 に よる単 位認定数の合計 は、年間10単 位 以下 とす る。
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暉

○履修単位数 の総計 は、年 間30単 位以下 とす為。

併修 によ り、定時制課程 であ りなが ら、通算で三年間以上 の就学に よ り卒業単位の80単

位以上 を修得す るこ とが で きる。

④ ボラ ンテ ィア活動等 の単位認定 の考 え方

学校外 における活動の単位認定 につ いては、『高等学校教育 の改善充実 につ いて』(文 部

省 ・調査研究協力者会議報告)に も記載 されてい るように、次の ようなモデ ルが考 え られ

る。

○ 学校外 での学習活動 の種類 ごとに、対応す る科 目の増加単位 と して認定す る。

社会福祉(2単 位)増 加単位(2単 位)

ボ ラ ンテ ィア活 動

○ 学校外 での学習活動 を認定す るために、その他の科 目を設定 し、単位 を認定す る。

福祉実習(2単 位) 嬬 検定(2単 位)1体 験 活動(2単 位)

ボ ラ ンテ ィア活 動 資格取得 大学 ・公開講座履修

(3)指 導形態 、指導 内容 ・方法 の工夫 ・改善

「生 きる力」 をは ぐくむためには、教員 自身が知識理解 と記憶 に重点 を置いた学力観 を改

め 、課題発見 能力 ・課題解 決能力 を育成す る指導方法 を確立 し、生徒が 自ら考 え、自 ら解決

す るような内容 を授業 の中に設定 してい くこ とが重要であ る。そのため には、教員の意識 改

革 と指導力の 向上が必要で あ り、同時 に、教科指導 において教科 を越 えた連携 を図 るこ とに

よ り学校全体 の教科指導体制 を確立す るな ど、横断的 ・総合的な教科指導の実現 を図 る こ と

も大切であ る。

① ボラ ンテ ィア活動 を授業 に取 り入れ た例

都立1高 校 では、看護や社会福祉 に関す る基礎 的な知識や技術 を修得 す るた め 、「家庭 看

護 ・福祉」の授業 にボラ ンテ ィア実習 を取 り入れてい る。

「家庭看護 ・福祉」 にお ける介護 ・福祉分野の学習

時期 介護 ・福祉分野の学習内容 時期 介護 ・福祉分野の学習内容

4月

教科 ガ イダンス ・社会福祉 とは何か

高齢者設備見学 ・ボランティアセンター 訪問

高齢社会の状況 ・地域の福祉の現状

9月
車椅子の使い方

地域の保育園における実習

10月

地域障害者施設見学

障害者福祉について

在宅介護 ・地域ホームヘルパーの方の話5月

地域ボランティアセンター 訪問 ・車椅子実習

幼児の特徴 ・保育 について

地域の保育園 にお ける実習
11月
地域高齢者施設における実習

盲導犬と点字 ・点字ボランティア

6月

児童文化財の作製

地域 ヒューマ ンネ ッ トワークの方のお話

介護 に関す る講義 ・実習

12月 まとめ

1月
映画 「学校II」 の視聴

まとめ9月 妊婦、模擬高齢者体験
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《ボランテ ィア学習で車椅 子に乗 り街 に出る体験 を した生徒 の感想 文 よ り》

車椅子 に乗 って感 じたこ とは、周囲の人の視線 と自分 の視点の低 さです。 また、 わ

ず かな段差や坂 も恐怖 で した。街 に入 るにつれて人が多 くな り、周 りか らの視線 もた

くさん浴 びま した。前 を歩 いている人 にぶつか りそ うで気が気で はあ りませ ん。 車椅

子 の人 に とって街 はあ まりに も狭 く、階段 が多い ことに気がつ きま した。

(4)評 価方法 の工 夫 ・改善

課題 発見 、課題 解決能力 を量 的に測 ることは難 しく、「生 きる力 」 が 身に付 い たか ど うか

を、 これ までのテス ト中心 の方法 だけで評価す ることは困難 である。 そこで、興味 ・関心 、

意欲 ・態度等 の情 意面 や、学習過程 を評価で きる多様 な評価方法 を導 入 し、多角的 な視 点 か

ら生徒 を評価す るこ とが必要 となる。 また、生徒 自身に、学習過程や学習成果 につ いて 自己

評価 させ 、それ らも参考 に しなが ら、教科 ・科 目の評定 を行 うこ とが必要であ る と考 える。

その ためには、評価 に関す る教員の意識改 革 を図る とともに、新 しい評価観 に基づ く具 体 的

な評価 の観点 を確立す る必要があ る。 また、一人の生徒 を多面的 に評価す るため には、複 数

の教員 による評価が可能 な指導体制 を整 える ことも重要 となる。 さらに、通知書の記入 につ

いて も、数字 による評定 だけで な く、文章表現等 も取 り入 れてい くことが大切であ る と考 え

られ る。

(5)学 校 を越 えた教員 間の連携

高校 には、それぞれの学校 に固有な問題 がある一方、教科指導や生活指導、進路指導等 の

指 導内容 ・方法 などにおいて共通 な問題 も多 い。 このため、各学校 の連携 を図 ることが重 要

とな ってお り、教科指導等 において学校 を越 えた教員間の交流や連携 をこれ まで以上 に積 極

的 に進める必要 がある。

例 えば、各学 区の同 じ校務 分掌 を担 当す る教員や同 じ教科 ・科 目を担 当する教員が集 ま り、

情報 交換 や研 究協 議 を行 うことに よ り、そ れぞれの学 校が抱 える問題 の解決や授 業の活性 化

に役立 てる ことがで きる。 また、これ らの協議 を通 して、教員 の資 質向上 を図る こと も可 能

で ある。

① ね らい

ア 当該校 の教員 とい う意識 のみに とらわれず、地域 の教員 、全都立高校 の教員 とい う視

点か ら考える。

イ 近隣の高校 と生 活指導 、進路指導等 の情報交換 を積極 的に行 い、それ らの情報 を活 用

で きる ようにする。

ウ 教科 指導 に関する指導 内容 ・方法等 の工夫 ・改 善 について他校教員 との交流 を深め 、

その成果 を授 業の活性化 に生 かす ようにす る。

工 学校 間の相互研 修 を実 施す るこ とによって研 修の機会 を増 や し、教員 の資 質 ・能力 の

向上 を図る。

オ 人材 や教 育機器等 の効 率的な活用 を図る。
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② 方法

ア 現在行 われている教務 、生活指導、進路指導の各研 究協 議会 の学 区単位 での協 議会 を

充実 させ 、積極的 な情報交換及 び討議の場 とする。

イ 近隣の高校 と教科 別、学年別 、校務分掌別な どで積極 的に交流 を深 め、意見 交換 や研

究協議(合 同の研修会や研 究授業 を含む)を 行 い、その成果 を生徒 に還元す る。

ウ 各校 にあ る教育機器等 を、可能 な限 り相互に貸 し出す こ とな どによ り有効利用 を図る。

③ 留意点

ア 合同研 修会お よび研 究授 業等が円滑 に実施 で きるよう、該 当校の担 当者 の間で事 前 に

十分な協 議 を行 う必要がある。

イ 多方面 での連携 を視野に入れて校 内組織 を整備す るな ど、学校体制 を整 えてお く必要

がある。

ウ 教科 別等 の交流や合 同研 修会等 は、当面 、連携で きる教科や分掌か ら実施 し、その 成

果 を他 の教科 や分掌 に広 げてい くことも考 え られる。

3保 護者 や地域 ・社会 に対 して開かれた学校

(1)施 設 ・設備 の活用 と生涯学習社会への対応

都立高校 では、これ まで、公 開講座 の実施や校庭 ・体育施設の開放 等を行って きているが、

今 後 は、生涯学習講座 としての科 目の開設や 、図書室 など文化施設の開放の一層の推進 など、

生 涯学習社会 にお ける地域のセ ン ター としての役割 を積 極的に果たす必 要がある。

〈図書室開放のモ デル〉

図書室 開放委員会(仮 称)

メ ンバ ー ・教頭

事務(室)長

図書部主任

図書室司書

地域代表者

圭
月
一言
口申

↑一
許 可

利 用 希 望 者

(事 前登 録 制)

・利 用期 日

・利用 目的

・利用 内容

(2)学 校 にお ける広報活動

学校の教育方針や教育内容 、進路状況等 を外部 に積極的 に伝 えるため には、広報誌 を定期

的 に発行す るだけで な く、中学生や保護者の要望 も取 り入れなが ら、学校見学会や授業公開、

体験 入学 などを実施 し、学校 を地域 ・社 会 に公開 してい くことが大切 である。 また、広報 活

動 にあた って は、学校 と家庭 、地域 ・社会が連携 して生徒 の指導 を推進す る必要性 を訴 え る

な ど、生徒指導の視点 も重要 となる。学 校見学会等 では、学校生活 を具体 的に理 解で きる よ

う、生徒 による説明 を取 り入れた り、部活動 を公開す るな ど、効果 的な方 法を工 夫する。 な

お、授業 公開は各学期 に一定期間 を設けて行 うな ど恒常 的な行事 とし、中学生 を対象 とす る

体験 入学 は、高等学校 の授 業 に興 味 ・関心 をもつ こ とがで きるよう、各教科でそ の内容 を十
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分検 討す ることが重要であ る。

これ らの行事の実施 にあた っては、一分掌の業務 と してで な く学校全 体の取 り組 み と して

企画 ・運営 し、開かれ た学校づ くりに向けて、外部 との交流 ・情報 交換 に積極 的に取 り組 む

ことが大切であ る。

(3)中 学校 、大学 ・短大等 との連携

① 中学校 との連携

中学校卒業者の ほ とん どが高等学校 に進学 し、高等学校が国民的な教 育機関 となって い る

状況の 中で、中学校 と高等学校の連携 を一層推進す るこ とが必要 となっている。これ まで も、

進路指導 や生活指導 につ いて、中学校 と高等学校 の連絡協議会 を行 ってい る地域 はあ るが 、

今後 は、教育 内容 ・方 法等 の教科指導、教員 の交流 な ども含め 、教育活動全体 にわ たって 中

学校 と高等学校が協力 ・協調 してい くことが大 切である。公立の 中高一貫6年 制学校 につ い

て も検討が進 め られている現在、都立高校で も、中学校 との連携 を推進す るための組織 や体

制 を整備 してい くこ とが必要であ る。

中 ・高 の連携 につ いては、第一 に、「中 ・高連絡協議会」 を定期 的 に開催 し、生徒 や 学校

の情報 を交換す る中で 、相互 の理解 を深め るとともに各学校 における教科指導や生活指 導 の

改善 ・充実 を図るこ とが大切であ る。

第二 に、 これ まで も、体験入学 などによ り、高校 の教員が 中学生 と接する機会はあったが、

今後 は さらに、高校 の教員 が中学校 に出向 き、進路説 明会や講演会 、出張授業 な どを行 って

中学生 と接す る機会 を増 やす必要が あると考える。出張授業 では、中学校 の教育 内容 を十 分

検討 し中学 の担 当教員 と緊密 に連携 を図 るなどして、中学生 に とって魅力 ある内容 とな る よ

う工夫す る必要 がある。

② 大学 ・短大等 との連携

大学 ・短大へ の進学 率の上昇等 に伴 って、体験 入学 を実施す る大学 ・短大が増 えている。

しか し、その数はい まだ多い とはいえず、体験 入学 で きる専 門分野 も限定 されている実 態 が

ある。

高校 の進路 指導 では、将来 を見通 した進路選択 を行 わせ る必要が あ り、上級学校へ の進 学

を希望 する生徒 にとって、進学先 の教育 内容や研究内容 を具体 的に知 るこ とは大変重要 な こ

とであ る。その意味で も、 さらに多 くの大学 ・短大が様々な分野において体験 入学 や公開 講

座等 を実施す るなど、上級学校 での教育 ・研究内容 を高校生 に開放 し周知す る機会 を設 ける

こ とが期待 されてい る。

また、高等学校が、大学の先生 を講師 として依頼 し、夏季休業期 間に特 別講座 を実施 す る

など、大学 ・短大等への働 きかけ を積極的 に行 うことも必要 であ り、近隣 の大学 との交流 を

深め ることが大切であ る。
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(4)地 域 ・社会 の教育力の活用

生徒一人一 人の個性 を伸 ばす ためには、地域 ・社会の教育力 を生かす ことが必要 となる。

その ため には、地域 ・社会 の人材や施設 をこれ まで以上 に活用す る必要があ る。例 えば、す

で に専門性が要求 される科 目で行 われている市民講師制度 を一層拡充 し、地域 社会の優 れ た

人材や専 門家 に よる授業 を普通科 目に も拡大す る。 さらに、地域 の施設 におけ る生徒の 体験

学習や ボラ ンテ ィア活動 を推進 し、それ らの成果 を単位 として認定 してい くことな どが あ げ

られる。

また、都立 高校 では、 これ まで も公 開講座 を実施す るなど して、地域 ・社会の人 々 との交

流 を図って きたが、今後 は、教 師 自身が 地域 の行事や活動 に積極的 に参加 し、地域 の一 員 と

しての 自覚 を高める とともに、地域 の教育 の一端 を担 うこと も必要 となる。

4開 かれた学校 のモデル図

このモデル図は、 これ までに述べ た 「開かれた学校づ くり」 を進めてい く上での方策等 を ま

とめ た ものである。 この ように都立高校 間、保護者や地域 ・社会、 中学校や大学 ・短大等 との

連携 を一層深 める ことに よって、相互 の交流が深 ま り、生徒の多様化が進行す る高校 にお ける

個性 に応 じた教 育の推進 に資 する ことが で きる と考 える。

保護者

地域 ・社会

校

弾力詩購 編成＼ ＼
〈艦 錨醜催購 〉
学校 を越 えた教 員 間の連 携 校

難中毒 /
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Vま とめと今後の課題

「生 きる力」 をは ぐくむ教育 を推進す るための学校運営の在 り方 につい て、学校運営組織 、

教員 の意識改革 、開かれた学校づ くりの3つ の視点か ら検討 を行 い、研究 を進め て きた。

学校運営組織 については、これまでの運営組織の見直 しを行 うとともに、これか らの組 織 の

在 り方 を検討 し、ネ ッ トワークづ くりの ための学年組織 の改編 、組織的 な研修 の実施 に向 けて

の研修部 の設 置、情報処理 の効率化 を図るための情報 管理部 の設置 、外部 の変化へ の対応 を図

るための総合企 画部 の設置等 を提案 した。 この ような組織改革 に よ り、社会 の変化 に もす ばや

く対応 で きる柔軟性 のある組織 とす るこ とがで きると考えている。

教員 の意識改革 につ いては、何 よ りも、教員一人一人が問題意識 を もつ こ とが大切 であ る。

このため、学校評価 の結果 か ら学校 の問題点 を把握 し、現状 に対す る危機感 を もつ こ とに よ っ

て、教員 の意識 が変化 した学校の例 を示 した。 また、教科会 ・学年会 を自己啓発 に よる意識 改

革 の場 と考え、その機 能の強化 を提案 した。 この ことにつ いては、教員が相互 に受容す る態 度

を もつ こ との重要性 とともに、生徒指導 に関する議論 を通 して実践 され た学校 の例 を示 した。

さらに、他校 の進路情報 を基 に して進路指導 に関する議論が活発 に行 われ 、教員の意識改 革 が

推進 された学校 の例 も紹介 した。このように、教員 の意識改革 は、学校評価、教科会 ・学年会、

他校 の情報収集等 、様 々な機会 を通 して推進で きる もの と考 え られる。

「開かれた学校づ くり」 につ いて は、生徒 に対する視点 、また、保護者や地域 ・社会 に対 す

る視点 か ら検討 を進 めた。生徒 の多様 な希望 を生かす教育課程の編成、学校間連携 による他校

での単位取得 、学校外 の学習活動の成果の単位認定な ど、生徒 に対 して開かれ た学校づ く りの

在 り方 について研究す る とともに、生涯学習社 会に対応 した施設 ・設備の開放、学校の広 報活

動の充実 、中学校や大学 ・短大等 との連携 な ど、保護者や地域 ・社会 に対 して開かれ た学 校づ

くりの在 り方 について も研究 した。

これ らの改革 を進め ることによ り、各学校 が 「生 きる力」 をは ぐくむ教育 を推進す るため の

学校 運営 を実現す ることがで き、生徒 や保護者 、地域 ・社会 にとって魅 力あ る学校 となる こ と

がで きるもの と考 える。

教 育改革の主体 となる教員の資 質向上 と意識改革のため には、何 よ りもまず、教員 が従 来 の

概 念 にとらわれ ない柔軟 な思考 をもち、 自らが学校 を変 えてい くとい う意識 をもつ ことが大 切

であ り、教員研修制度の在 り方等 について も検討す る必要があ ると考える。

また、「ゆ と り」 のなかで 「生 きる力」 をは ぐくむには どの ように した らよいの か、 とい う

ことも大 きな課題であ る。すで に教育課程審議会 の 「中間 まとめ」が公表 され、学校 五 日制 の

完全 実施 に向 けて、必履修教科 ・科 目の精選 や卒業単位数、総合的 な学 習の教育課程上の 位置

づけ などについ て具体的 な検討が行われている。各学校 において も、 この ような教育改革 の方

向 を見定め 、「ゆ と り」の中で 「生 きる力」 をは ぐくむ教育 を推 進す るには どう した らよい の

か、検討 を始め るこ とが必要であ る。

21世 紀 に向 けて教育改革が進行す る中で、都立高校 において解決すべ き課題は山積 してい る。

今 後 とも、都立高校 にお ける課題解決 に向けて研究 を継続 し、その成果 を還元 してい きたい と

考 えてい る。
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